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1論　　文
戦後日本の資本蓄積と労働分配率1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　                        　　　　　　　　
佐　藤　真　人　
0　序
　Onaran and Galanis による「近年世界的に、不況下において労働分配率が下落している」
との報告は、筆者にとってはニュ－ス以上であった 2）。かつて戦後日本経済について事実問
題として「労働分配率は好況に下落し不況に上昇している」と書いたことを思い出すが、そ
の限りでは矛盾するし、且つそれは筆者にとってほとんど教条である理論的命題を確かめた
に過ぎないからである 3）。
　もちろん一般的に同じ変数でも、下落か上昇かは設定する期間によって異なりえるし、筆
1 ） The computation was mainly carried out using the computer facilities at Research Institute for 
Information Technology, Kyushu University. 本研究は主に九州大学情報基盤研究開発センタ－の研究
用計算機システムを利用した。
2 ） Onaran, Özlem and Giorgos Galanis, “Is aggregate demand wage-led or profit-led? National and Global 
Effects”, Conditions of Work and Employment Series No.40, IMF-Geneva. 
3 ） 置塩信雄編著『景気循環』（青木書店、1988 年）36-39 ページ。
要　　旨
　本稿は、近年不況下で世界的に労働分配率低下との報告を契機として、戦後日本の労働分配率
の推移に資本蓄積との関係において実証面から接近する。結果的には全期間から数年、十数年を
経て年度毎の変化まで、対象とする期間が異なっても、全体として両変数の逆行を確かめること
ができる。これは筆者の既成観念を支える。但し期間を区切り、且つ労働分配率の分母を GDP
とした場合、1970 年代中頃以降、及び 20 世紀の末から 21 世紀の初頭にかけ、両変数の順行と
いう例外的事態が確認できる。前者は、1970 年代中頃における日本経済の構造変化と、戦後全
期間に亘る固定資本減耗の対 GDP 構成比の安定した上昇傾向の複合効果である。また資本金規
模別（全産業）、及び製造業とサービス業（何れも全規模）の労働分配率の推移形態における相
違にも、追加的説明を要する興味深い事実を確認できる。
　　                        　　　　　　　　
キーワード：資本利益率；資本蓄積；景気循環
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者の言及は景気循環局面での労働分配率の推移に関る。従って Onaran and  Galanis の報告
が、直ちに筆者の言及、及び観念と矛盾するわけでもない。また仮に定義、データ、期間の
調整後、最終的にある時期まで不況期に上昇、好況に下落してきた労働分配率が近年不況下
で下落しているとすれば、なぜそのようにパタ－ンが変ったかを追求するまでである。
　更にこの比較的短期における労働分配率の変動に関する議論は、より長期間における当該
変数の推移に関する問題提起を思い出させる。即ち景気循環を貫く傾向において分配率ほぼ
一定との Kaldor による要約と、これに反する近年における低下傾向の報告、及び原因につ
いての推測である 4）。
　このように問題は拡散するが、いずれにせよ労働分配率は重要変数であり、その推移は観
察に値する。そこで本稿では、戦後日本の労働分配率の変動を資本蓄積との関係で整理し、
注目に値する事実を抽出すべく努める。但し先入観なしの中立的模索ではなく、「両変数の
逆行を理論的基礎とし、順行事実の有無を検索する」という線で進む。利用するデ－タは、
基本的な「国民経済計算」と「法人企業統計調査」である。
　Ⅰ章では、まず労働分配率（四つ）を統計的に定義し、それらの戦後全期間における推移
を概観する。それだけでも気付く大きな特徴、即ち更に分析を進める際の注意点を知ってお
くことが目的である。Ⅱ章では全期間を対象に、労働分配率と資本蓄積の逆行関係を確かめ
る。Ⅲ章では、傾向変化を除いて循環的変動を定義し労働分配率と資本蓄積の対応を観察す
る。この場合も、両変数の逆行関係を確かめることができる。Ⅳ章では、期間を区切り時期
による両変数の対応の違いの有無を観察する。ここで問題と言えば言えなくもないことが起
る。即ち労働分配率の定義と時期によっては、両変数順行の事実を確かめることができる。
Ⅴ章では、資本金規模（全産業、但し金融保険業を除く）、及び産業部門（全規模）による
違いの有無を観察し、追加説明を要するという意味で興味深い事実を幾つか確認する。Ⅵ章
では分析を要約し、今後の課題に触れる。
Ⅰ　予備的観察
　まず労働分配率の推移を概観するとして、データ・ソ－スとしては SNA（国民経済計算）
と「法人企業統計調査」が考えられる。SNA を利用する場合、本稿においては労働分配率
の分子を、「雇用者報酬」とすることに問題はない。
　しかし分母には「GDP」の他に、「雇用者報酬＋営業余剰＋固定資本減耗」（あるいは粗付
加価値）、更に「雇用者報酬＋営業余剰」（あるいは付加価値）も考えられる。前者は GDP
4 ）とりあえず The Economist, Nov. 2nd 2013, pp.14-15, 69-70.
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から生産・輸入品に課される税－補助金を控除し、後者は更に「固定資本減耗」も控除した
結果である。これらは何を全体とするかによる相違であるが、何れにもそれ相応の理論的根
拠がある。本稿はこの点について特定の目的は無いから、本節ではとりあえず、これら三つ
の労働分配率を概観しよう（労働分配率 1、2、3 と略称）。
　もう一つのデータ・ソ－ス「法人企業統計調査」を利用する場合、このような多義性の問
題はない。即ち、分子を「従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費」とし、分母を「付加価値額」
とする。これは概念的には上述の労働分配率 3 に近い。これを労働分配率 4 と略称する。尚、
分母－分子＝「役員給与＋役員賞与＋動産・不動産賃借料＋租税公課」である。以上、計四
つの労働分配率の推移を図示したのが、図Ⅰ- 1 である。図について、もう少し説明を続けよう。
　細実線、太破線、太実線はいずれも SNA がデータ・ソ－スであり、それぞれ労働分配率 1、 2、 
3、即ち分母が GDP, 雇用者報酬＋営業余剰＋固定資本減耗（＝ GDP －生産・輸入品に課さ
れる税＋補助金）、及び雇用者報酬＋営業余剰（＝ GDP－生産・輸入品に課される税＋補助
金－固定資本減耗）である。定義における分母の大きさの順に、下から上へ位置しているこ
とが確かめられる。
　また同じ線種で、それぞれ断絶している三本の線の違いは、GDP 統計の系列の違いである。
従って全期間を対象とするとき、接続の問題が起こる。これについては、すぐ後で触れる。
細破線のデータ・ソ－スは「法人企業統計調査」、右上の短い方は「全産業（金融保険業を含む）」
 
労働分配率（％）
労働分配率
注）線の説明は、本文。
：1 ：3：2 ：4
図Ⅰ- 1 　労働分配率の推移
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系列である。これは残念ながら継続する期間が短く、従って本稿では参照するに止め、従来
から得られる「金融保険業を除く」系列（左下の長い細破線の方）を主な対象とする。
　さて労働分配率全体の推移を全期間に亘って概観するとき、波動の問題を暫く置くと最も
印象的なことは、次の二点である。
（1）1975 年頃における上昇から停滞（あるいは低下？）への傾向変化 5）、
（2） 労働分配率 1（分母＝雇用者報酬＋営業余剰。図Ⅰ- 1 では最上部に位置）は、労働分
配率 2、3 との格差が、全期間に亘り大きく、且つ 1975 年頃以降、格差が拡大している
かに見える。労働分配率 2 と 3 の格差は、これに比し小さい。
　（1）、 （2）は、それぞれ次のような経済的問題を孕んでいる。（1）は、もちろんなぜこの
時期に傾向変化が起ったかの説明を求めている。これについては既に多くが語られているか
ら、結論再述に止める。即ち表現は様々でありえるが、それまでの高蓄積がそれ自身がもた
らした条件、あるいは環境の変化が原因で、従来のままでは持続不可能となった結果と要約
できるだろう。謂わば経済全体の更年期障害が、労働分配率の傾向にも現れたわけである。
　本稿との関係に絞ると、更に問題なのは、労働分配率 2、3（特に 3）は 1970 年代以降傾
向的に低下しているかのようにみえることである。それが事実なら、これは本稿の設問に関
連して別の設問を提起している。即ち、この間資本蓄積も傾向的に低下しているから、労働
分配率は、近年に限らず数十年に亘り資本蓄積と順行している。これは期間に条件が付くが、
両変数の逆行という命題に対する反例ではある。従って以後、注意を怠らないようにしよう。
　次に、（2）について。労働分配率 1 対 2、3 の相違は定義より分母の固定資本減耗であり、
労働分配率 2 対 3 の相違は、同じく分母の（生産・輸入品に課される税－補助金）である。
従って（2）は、GDP における固定資本減耗構成比が（生産・輸入品に課される税－補助金）
構成比に比し大きく、且つ 1970 年代以降著しく上昇しているのではないか、その経済的意
味は何かということである。これは、新たに生産されたもの（GDP）のうち営業余剰と雇
用者所得として配分される以前に、企業が控除する部分がその割合を増しているということ
である。この経済的意味の追求は興味深いが、本稿ではここまでとし、GDP 構成比におけ
る固定資本減耗の推移を、実際に見ておくに止めよう（図Ⅰ- 2 、図Ⅰ- 3 ）。
　図Ⅰ- 2 のように、固定資本減耗は営業余剰の減少を相殺するかのように、その割合を増
している。また、その増加の程度は図Ⅰ- 3 のように、やはり 1970 年代中頃に傾向変化が
窺われ、また波動は観察されるものの労働分配率や資本蓄積に比し変動は小さい。
　本章の終りに、（1）、 （2）に加え、序で触れた資本蓄積と労働分配率の推移形態、順行か
逆行かの問題に戻る。この点について、やや粗雑ではあるが、次のように読めば逆行、即ち
5 ）傾向変化の程度の尺度としては、正負より屈折の角度が適切であろう。
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景気循環における変動形態と同じと結論できる 6）。即ち、1970 年代中頃までをそれ以降と比
較すれば、高成長、高蓄積に対応して労働分配率はより低い。傾向変化の後は、もちろん逆（低
6 ） 資本蓄積の指標として、本論では経済成長率（GDP の対前年度変化率）の他に、総固定資本形成の対
前年度変化率、及び総固定資本形成の GDP に占める比を取り上げる。前二者は総固定資本形成／ GDP
の分母、分子それぞれの対前年度変化率であり、三者は独立ではない。にもかかわらず前二者の他に
総固定資本形成の対 GDP 構成比を含めたのは、対照する労働分配率も GDP の別側面の構成比という
点で共通であり、意義なしと処理することを躊躇したまでである。
 
％
生産・輸入品に課される税－補助金
固定資本減耗
営業余剰
雇用者報酬
図Ⅰ- 2 　GDP構成比の推移
図Ⅰ- 3 　固定資本減耗／GDPの推移
 
 
 
 
 
 
 
％
％
生産・輸入品に
課される税－
補助金他
総固定資本減耗
営業余剰
雇用者報酬
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成長、高労働分配率）が起った。この結論は表面的には、景気循環局面における両変数の逆
行関係の単純な延長である。
　しかしながら、これは労働分配率の水準に注目した結果である。確かに 1970 年代中頃傾
向変化後の水準は、傾向変化前に比して高い。しかし変化の方向は、図Ⅰ- 1 から分るよう
に労働分配率の定義により異なる。傾向変化後は以前に比し停滞、上昇率低下という点では
共通であるが、定義における分母により、上昇（労働分配率 1 の場合）から低下の可能性（労
働分配率 3 の場合）まで異なる 7）。
　言うまでもなく傾向は年々の微動、数年周期の波動を伴っているし、更にほぼ 15 年周期
の大波動も窺えるから、水準であれ変化の方向であれ、設定する期間によって順行か逆行か
の答えは異なりえる。本論では、労働分配率の推移を資本蓄積との関係で、水準と変化の方
向の区別、期間に注意して、もう少し細かい整理を試みる。
Ⅱ　全期間における対応
　では労働分配率の推移を、資本蓄積との関係で概観しよう。その前に前章を踏まえ、変数
を、もう少し整理しておこう。
　まず SNA を利用する労働分配率は、労働分配率 1（分母＝雇用者報酬＋営業余剰）を基
準とし、3（分母＝ GDP）を参照する。労働分配率 2（分母＝雇用者報酬＋営業余剰＋固定
資本減耗）は外すが、1 と 3 の中間だからである。前節で触れた固定資本減耗（あるいは、む
しろ固定資本減耗／ GDP）の重要性は、別途追求するに値するが、今は記録に止める。「法
人企業統計調査」を利用する場合（労働分配率 4）は、概念的に労働分配率 1 に当ること等、
前節で触れたとおりである。
　次に資本蓄積は、①経済成長率、具体的には GDP 対前年度変化率（%）、②総固定資本形
成の対前年度変化率（%、総固定資本形成変化率と略称）、③ GDP に占める総固定資本形成
の構成比（%、総固定資本形成構成比と略称）を考える。③は①、及び②より得られるから
内容は重複するが、対照させる分配率も GDP 全体、あるいはその一部に占める構成要素の
比という点で共通しているから、直接対照させる意味もあろうかと思うからである。
　最後に GDP 統計接続の問題を整理しておこう。結論的には前章の 3 系列の内、GDP55 系
列（1955－1998 年度）と GDP23 系列（1994－2012 年度）をそれぞれ最大限利用して得られる、
次の 2 系列を対象としよう。
（1）GDP55 系列（1955－1998 年度について）と GDP23 系列（1999－2012 年度について）
7 ）労働分配率 2 の場合は、1 と 3 の中間。
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（2）GDP55 系列（1955－1995 年度について）と GDP23 系列（1996－2012 年度について）
　尚、経済成長率（対前年度比変化率）は定義より、初期年度は欠損する。従って（2）の
場合の 1994 年度の経済成長率は、55 系列で補う 8）。さらにその階差は、1995 年度も欠損する。
これも 55 系列で補う。これに伴い経済成長率と対照する労働分配率も、1994 年度、及び階
差の場合 1995 年度も 55 系列を利用する。従って結果的に接続の違いによるデータの違いは、
1995、1996、1997、1998 年度の四年度であり（階差の場合、1996、1997、1998 年度の三年度）、
分析結果の違いもそれ程大きくないとは推測できる。ともあれ全期間を対象とする場合（Ⅱ、
Ⅲ章）は（1）、期間を区切る場合（Ⅳ章）は（2）を使用する。
　さて資本蓄積と労働分配率の対応を要約したのが、表Ⅱ- 1、2 、3 、4 である。即ち、傾向（西
暦年度への一次回帰線の傾き、表Ⅱ- 1 ）、平均の推移（表Ⅱ- 2 ）、相関係数（表Ⅱ- 3 ）であ
る。最後に表Ⅱ- 4 は、両変数の階差の正負による度数分布である。また図Ⅱ- 1、2、3 より、
経済成長率と労働分配率の場合について、統計を支える印象を得ることができる。
　全期間における労働分配率の上昇傾向と近年における傾向変化、即ち上昇の停滞、あるい
は下落は、図Ⅱ- 1 、表Ⅱ- 1 、2 より明らかである。他方、同じく全期間における資本蓄積
（代表的指標として例えば経済成長率）の高から低への推移は、常識の確認であろう。従っ
て労働分配率と資本蓄積の逆行関係も容易に推測できるが、実際図Ⅱ- 2 、表Ⅱ- 3 のよう
に明らかである。但し、総固定資本形成の対 GDP 構成比については、少し条件が付く9）。こ
のように全期間における労働分配率と資本蓄積の逆行関係に、疑問の余地は無い。これが本
章の結論である。
　但し、この結果（全期間における両変数の逆行関係）に、資本蓄積の低下傾向と労働分
配率の上昇傾向が大きく作用していることも、容易に想像できる10）。実際図Ⅱ- 2 のように、
全期間では時期による偏在の、両変数の逆行関係に与える影響は大きい。これに対し階差の
場合、同様に表Ⅱ- 2、4 のように労働分配率と資本蓄積の逆行関係が確かめられるが、図
Ⅱ- 3 のように、時期による偏在はない。
　次節では、傾向を除き、循環的変動の局面における両変数の対応を観察しよう。
8 ） これに対し（1）の場合、1999 年度の経済成長率とその階差は、GDP23 系列（1994－2011 年度）より
得られる。
9 ） 全体として逆行関係が弱く、定義と資本蓄積の変数次第では（労働分配率 3 と総固定資本形成構成比の
場合）、無いに等しい。
10） ただ両変数とも 1970 年代中頃に、大きな傾向変化を伴っているし、2000 年代の初頭には低下している。
この点は、後にⅣ章で細かく観察する。
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図Ⅱ-3 労働分配率と経済成長率の階差 
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図Ⅱ-3 労働分配率と経済成長率の階差 
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図Ⅱ- 1 　労働分配率と経済成長率の推移
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変数 係数（t 値 有意確率）
労働分配率 1 	 0.459（ 16.58	<.0001）
労働分配率 3 	 0.222（ 7.03	<.0001）
労働分配率 4 	 0.202（ 8.19	<.0001）
経済成長率 	 -0.386（-14.10	<.0001）
総固定資本形成変化率 	 -0.522（ -9.33	<.0001）
総固定資本形成構成比 	 -0.147（ -5.08	<.0001）
表Ⅱ- 1 　労働分配率と資本蓄積の傾向
注） 係数は、西暦年度への一次回帰線の係数
 
経済成長率の階差
A：-1974　B：1975-1991　C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
労働分配率の階差
図Ⅱ- 3 　労働分配率の階差と経済成長率の階差
期間
変数
1955-59 1960-69 1970-79 1980-89 1990-99 2000-09 2010-12
労働分配率1 51.6（5）52.4（10）63.2（10）68.0（10）72.4（10）71.9（10） 72.8（3）
労働分配率3 41.4（5）42.1（10）51.4（10）54.3（10）55.2（10）51.1（10） 51.5（3）
労働分配率4 52.4（10）59.0（10）60.6（10）61.6（10）61.5（10） 62.6（3）
経済成長率 12.8（4）16.7（10）13.3（10） 6.1（10） 2.0（10）-0.6（10） -0.1（3）
総固定資本形成変化率 22.3（4）20.3（10）12.3（10） 5.8（10） 0.4（10）-2.8（10） 1.2（3）
総固定資本形成構成比 24.2（4）31.9（10）33.1（10）29.1（10）28.9（10）22.7（10） 20.6（3）
表Ⅱ- 2 　労働分配率と資本蓄積の平均の推移
注）（　）内は観測値数
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10
労働分配率 1 労働分配率 3 労働分配率 4
経済成長率 -0.87536 -0.66392 -0.82973
<.0001 <.0001 <.0001
57 57 53
総固定資本形成 -0.84664 -0.70758 -0.85081
変化率 <.0001 <.0001 <.0001
57 57 53
総固定資本形成 -0.40734 -0.10189 -0.58778
構成比 0.0015 0.4466 <.0001
58 58 53
階差の場合
経済成長率 -0.67510 -0.61956 -0.71479
<.0001 <.0001 <.0001
56 56 52
総固定資本形成 -0.64663 -0.58570 -0.62297
変化率 <.0001 <.0001 <.0001
56 56 52
総固定資本形成 -0.36769 -0.34246 -0.50668
構成比 0.0049 0.0091 0.0001
57 57 52
注） 労働分配率 4 の場合の観測値数が他に比し少ないのは、「法人企業統計調査」
の初期年度が SNA より遅く 1960 年度であることによる。また総固定資本形成
構成比の場合の観測値数が他に比し一つ多いのは、その定義に階差を含まない
からである。成長率、及び変化率の場合、定義により初年度の階差が欠損する。
労働分配率 1 労働分配率 3 労働分配率 4
経済成長率 76.8 76.8 78.8
43 43 41
56 56 52
総固定資本形成 66.1 66.1 73.1
変化率 37 37 38
56 56 52
総固定資本形成 57.9 76.8 67.3
構成比 33 33 35
57 56 52
表Ⅱ- 4   労働分配率の階差と資本蓄積の階差の度数分布
符号が異なる場合の度数（％）
符号が異なる場合の度数
全度数
注） 次の表における網掛部分の和、即ち両変数の符号が異なる場合の度数（と全度
数に占める %）である。
表Ⅱ- 3   労働分配率と資本蓄積の相関係数
Pearson の相関係数
H0: Rho=0 に対する Prob > ¦ r ¦
観測値数
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イ）労働分配率と経済成長率
ロ）労働分配率と総固定資本形成変化率
ハ）労働分配率と総固定資本形成構成比
1 
 
イ）労働分配率と経済成長率 
労働分配率 1 *　経済成長率            労働分配率 3 *　経済成長率 
度数|                   度数| 
%   |                   %   |  
    |      負|      正|   合計          |      負|      正|   合計 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
負|      6 |     22 |     28         負|      5 |     21 |     26 
    |  10.71 |  39.29 |  50.00           |   8.93 |  37.50 |  46.43 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
  正|     21 |      7 |     28         正|     22 |      8 |     30 
    |  37.50 |  12.50 |  50.00           |  39.29 |  14.29 |  53.57 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
合計      27       29       56       合計      27       29       56 
       48.21    51.79   100.00              48.21    51.79   100.00 
 
労働分配率 4 *　経済成長率 
度数|              
%   |              
    |      負|      正|   合計  
----+--------+--------+          
負|      5 |      20|     25 
    |   9.62 |  38.46 |  48.08 
----+--------+--------+          
  正|     21 |      6 |     27 
    |  40.38 |  11.54 |  51.92 
----+--------+--------+          
合計      26       26       52 
 50.00    50.00   100.00 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 
 
イ）労働分配率と経済成長率 
労働分配率 1 *　経済成長率            労働分配率 3 *　経済成長率 
度数|                   度数| 
%   |                   %   |  
    |      負|      正|   合計          |      負|      正|   合計 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
負|      6 |     22 |     28         負|      5 |     21 |     26 
    |  10.71 |  39.29 |  50.00           |   8.93 |  37.50 |  46.43 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
  正|     21 |      7 |     28         正|     22 |      8 |     30 
    |  37.50 |  12.50 |  50.00           |  39.29 |  14.29 |  53.57 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
合計      27       29       56       合計      27       29       56 
       48.21    51.79   100.00              48.21    51.79   100.00 
 
労働分配率 4 *　経済成長率 
度数|              
%   |              
    |      負|      正|   合計  
----+--------+--------+          
負       5 |      20|     25 
    |   9.62 |  38.46 |  48.08 
----+--------+--------+          
  正|     21 |      6 |     27 
    |  40.38 |  11.54 |  51.92 
----+--------+--------+          
合計      26       26       52 
 50.00    50.00   100.00 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 
 
イ）労働分配率と経済成長率 
労働分配率 1 *　経済成長率            労働分配率 3 *　経済成長率 
度数|                   度数| 
%   |                   %   |  
    |      負|      正|   合計          |      負|      正|   合計 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
負|      6 |     22 |     28         負|      5 |     21 |     26 
    |  10.71 |  39.29 |  50.00           |   8.93 |  37.50 |  46.43 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
  正|     21 |      7 |     28         正|     22 |      8 |     30 
    |  37.50 |  12.50 |  50.00           |  39.29 |  14.29 |  53.57 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
合計      27       29       56       合計      27       29       56 
       48.21    51.79   100.00              48.21    51.79   100.00 
 
労働分配率 4 *　経済成長率 
度数|              
%   |              
    |      負|      正|   合計  
----+--------+--------+          
負|      5 |      20|     25 
    |   9.62 |  38.46 |  48.08 
----+--------+--------+          
  正|     21 |      6 |     27 
    |  40.38 |  11.54 |  51.92 
----+--------+--------+          
合計      26       26       52 
 50.00    50.00   100.00 
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ロ）労働分配率と総固定資本形成変化率 
労働分配率 1 *　総固定資本形成変化率  労働分配率 3 *　総固定資本形成変化率 
度数|             度数| 
%   |            %   |  
  |  負|  正|  合計         |      負|      正|   合計 
----+--------+--------+           ----+--------+--------+ 
負|     10 |     18 |  28     負|      9 |     17 |     26 
    | 17.86 | 32.14 | 50.00          |  16.07 |  30.36 |  46.43 
----+--------+--------+        ----+--------+--------+ 
  正|     19 |      9 |     28         正|     20 |     10 |     30 
   |  33.93 |  16.07 |  50.00           |  35.71 |  17.86 |  53.57 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
合計      29       27       56       合計      29       27       56 
      51.79    48.21   100.00              51.79    48.21   100.00 
 
労働分配率 4 *　総固定資本形成変化率   
度数|              
%  |              
   |      負|      正|   合計  
----+--------+--------+          
負|      7 |      18|     25 
   |  13.46 |  34.62 |  48.08 
----+--------+--------+          
  正|     20 |      7 |     27 
   |  38.46 |  13.46 |  51.92 
----+--------+--------+          
合計      27       25       52 
 51.92    48.08   100.00 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
ハ）労働分配率と総固定資本形成比
労働分配率 1 *　総固定資本形成構成比 労働分配率 3 *　総固定資本形成構成比
度数|             度数| 
%   |      %   |  
| 負| 正| 合計    |      負|      正|   合計 
----+--------+--------+           ----+--------+--------+ 
負|     14 |     14 | 28      負|     13 |     13 |     26
    | 24.56 | 24.56 | 49.12          |  22.81 |  22.81 |  45.61 
----+--------+--------+             ----+--------+--------+ 
  正|    19 |     10 |     29         正|     20 |     11 |     31 
   |  33.33 |  17.54 |  50.88           |  35.09 |  19.30 |  54.39 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
合計      33       24       57       合計      33       24       57
      57.89    42.11   100.00              57.89    42.11   100.00 
労働分配率 4 *　総固定資本形成構成比
度数|              
%   |   
|      負|      正|   合計  
----+--------+--------+          
負| 11 |      14|     25
   |  21.15 |  26.92 |  48.08 
----+--------+--------+          
 正|     21 |      6 |     27 
   |  40.38 |  11.54 |  51.92 
----+--------+--------+          
合計      32       20       52 
61.54    38.46   100.00 
2 
ロ）労働分配率と総固定資本形成変化率
労働分配率 1 *　総固定資本形成変化率    労働分配率 3 *　総固定資本形成変化率 
度数|      度数| 
%  |     %   |  
    |    負|   正| 合計       |   負|   正|   合計 
+ - + ------+       -+ - + ------+ 
負|  10 |  18 |    28 負|   9 |  17 |    26 
    | 17.86 | 32.14 | 50.00     | 16.07 | 30.3  |  46.43 
+ - + ------+         -+ - + ------+ 
正|  19 |  9 | 28    正|  20 |  10 |     30 
   | 33.93 | 16.07 | 50.00     | 35.71 | 17.86 |  53.57 
+ - + ------+       -+ - + ------+ 
合計  29   27   56     合計  29   27       56 
    51.79   48.21   100.00      51.79   48.21   100.00 
 
労働分配率 4 *　総固定資本形成変化率   
度数|     
%  |     
    |   負|   正|  合計  
+ - + ------+        
負|      7 |   18|     25 
  | 13.46 | 34.62 |  48.08 
+ - + ------+   
正| 20 | 7 |  27 
   | 38.46 | 13.46 |  51.92 
+ - + ------+   
合計 27  25   52
51.92   48. 8   100.00 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2 
ロ）労働分配率と総固定資本形成変化率 
労働分配率 1 *　総固定資本形成変化率    労働分配率 3 *　総固定資本形成変化率 
度数|             度数| 
%   |            %   |  
  |  負|  正|  合計         |      負|      正|   合計 
----+--------+--------+           ----+--------+--------+ 
負|     10 |     18 |  28     負|      9 |     17 |     26 
    | 17.86 | 32.14 | 50.00          |  16.07 |  30.36 |  46.43 
----+--------+--------+           ----+--------+--------+ 
  正|     19 |      9 |     28         正|     20 |     10 |     30 
   |  33.93 |  16.07 |  50.00           |  35.71 |  17.86 |  53.57 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
合計      29       27       56       合計      29       27       56 
      51.79    48.21   100.00              51.79    48.21   100.00 
 
労働分配率 4 *　総固定資本形成変化率   
度数|              
%  |              
   |      負|      正|   合計  
----+--------+--------+          
負|      7 |      18|     25 
   |  13.46 |  34.62 |  48.08 
----+--------+--------+          
  正|     20 |      7 |     27 
   |  38.46 |  13.46 |  51.92 
----+--------+--------+          
合計      27       25       52 
 51.92    48.08   100.00 
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ハ）労働分配率と総固定資本形成比
労働分配率 1 *　総固定資本形成構成比 労働分配率 3 *　総固定資本形成構成比
度数|                度数| 
%   |         %   |  
|  負|  正|   合計    |      負|      正|   合計 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
負|     14 |  14 |   28         負|     13 |     13 |     26
 | 24.56 | 24.56 |  49.12           |  22.81 |  22.81 |  45.61 
----+--------+--------+            ----+--------+--------+ 
 正|    19 |     10 |     29         正|     20 |     11 |     31 
    |  33.33 |  17.54 |  50.88           |  35.09 |  19.30 |  54.39 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
合計      33       24       57       合計      33       24       57
       57.89    42.11   100.00              57.89    42.11   100.00 
労働分配率 4 *　総固定資本形成構成比
度数|              
%   |   
|      負|      正|   合計  
----+--------+--------+          
負| 11 |      14|     25
    |  21.15 |  26.92 |  48.08 
----+--------+--------+          
  正|     21 |      6 |     27 
    |  40.38 |  11.54 |  51.92 
----+--------+--------+          
合計      32       20       52 
61.54    38.46   100.00 
3
ハ）労働分配率と総固定資本形成比
労働分配率 1 *　総固定資本形成構成比 労働分配率 3 *　総固定資本形成構成比
度数|              度数| 
%  |      %   |  
| 負| 正| 合計    |      負|      正|   合計 
----+--------+--------+           ----+--------+--------+ 
負|     14 |     14 | 28      負|     13 |     13 |     26
   | 24.56 | 24.56 | 49.12          |  22.81 |  22.81 |  45.61 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
  正|    19 |     10 |     29         正|     20 |     11 |     31 
   |  33.33 |  17.54 |  50.88           |  35.09 |  19.30 |  54.39 
----+--------+--------+              ----+--------+--------+ 
合計      33       24       57       合計      33       24       57
      57.89    42.11   100.00              57.89    42.11   100.00 
労働分配率 4 *　総固定資本形成構成比
度数|              
%   |   
|      負|      正|   合計  
----+--------+--------+          
負| 11 |      14|     25
   |  21.15 |  26.92 |  48.08 
----+--------+--------+          
  正|     21 |      6 |     27 
   |  40.38 |  11.54 |  51.92 
----+--------+--------+          
合計      32       20       52 
61.54    38.46   100.00 
Ⅲ　循環的変動局面における対応
　本章では全期間における労働分配率と資本蓄積の対応を、傾向を除いて観察する。傾向は、
西暦年度への三次回帰線で定義する。残差（＝観察値－傾向）を、循環的変動局面における
観測値と呼ぼう。
　循環的変動局面における経済成長率と労働分配率 1を図示したのが、図Ⅲ- 1である。傾
向を除いた結果、図Ⅱ- 2とは異なり、時期による著しい偏在は見られない。また両変数の
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 13
 
 
 
 
経済成長率
A：-1974　B：1975-1991　C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
経済成長率の階差
A：-1974　B：1975-1991　C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
労働分配率1
労働分配率1の階差
図Ⅲ- 1 　循環的変動局面における労働分配率1と経済成長率
逆行は、図Ⅲ- 1 より容易に推測できるが、それを支える統計を表Ⅲ- 1 （相関係数）、及び
表Ⅲ- 2 （度数分布）で確かめることができる。尚表Ⅲ- 1、2 には、異なる定義の場合も含
めまとめたが、全体として循環的変動局面における資本蓄積と労働分配率の逆行を確かめる
ことができ、且つ両変数の逆行関係は傾向を除かない場合に比し、定義による違いが小さい
という意味で安定している。
　また階差の場合は、傾向を除かない場合と同様、図Ⅲ- 2 のように時期による著しい偏在
はみられず、また強い逆行を確かめることができる（表Ⅲ- 1、2 ）。
　このように全期間においては、資本蓄積、労働分配率の定義に因り少し違いはあるが、全
体として循環的変動局面における両変数の逆行は傾向を除かない場合に比し、より安定して
いることを確認できる。これが本章の結論である。では近年においてはどうか、これを次章
で観察しよう。
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図Ⅲ- 2 　循環的変動局面における労働分配率1の階差と経済成長率の階差
 13
 
 
 
 
経済成長率
A：-1974　B：1975-1991　C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
経済成長率の階差
A：-1974　B：1975-1991　C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
労働分配率1
労働分配率1の階差
表Ⅲ- 1   循環的変動局面における労働分配率と資本蓄積の相関係数
Pearson の相関係数
H0: Rho=0 に対する Prob > ¦ r ¦
観測値数
労働分配率 1 労働分配率 3 労働分配率 4
経済成長率 -0.528471 -0.44261 -0.65536
<.0001 0.0006 <.0001
57 57 53
総固定資本形成 -0.49302 -0.33232 -0.66172
変化率 <.0001 0.0115 <.0001
57 57 53
総固定資本形成 -0.42948 -0.42317 -0.44954
構成比 0.0008 0.0009 0.0007
58 58 53
階差の場合
経済成長率 -0.67557 -0.58155 -0.71784
<.0001 <.0001 <.0001
56 56 52
総固定資本形成 -0.64201 -0.54892 -0.61294
変化率 <.0001 <.0001 <.0001
56 56 52
総固定資本形成 -0.41321 -0.36523 -0.56653
構成比 0.0014 0.0052 <.0001
57 57 52
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表Ⅲ- 2   循環的変動局面における労働分配率と資本蓄積逆行の度数分布
符号が異なる場合の度数（％）
符号が異なる場合の度数
全度数
労働分配率 1 労働分配率 3 労働分配率 4
経済成長率 75.4 71.9 75.5
43 41 40
57 57 53
総固定資本形成変化率 68.4 61.4 77.4
39 35 41
57 57 53
総固定資本形成構成比 67.2 67.2 60.4
39 39 32
588 58 58
階差の場合
経済成長率 82.1 75.0 78.8
46 42 41
56 56 52
総固定資本形成変化率 69.6 66.1 75.0
39 37 39
56 56 52
総固定資本形成構成比 66.7 63.2 71.2
38 36 37
57 57 52
イ）労働分配率と経済成長率
階差の場合
労働分配率 1 *　経済成長率
労働分配率 4 *　経済成長率
労働分配率 3 *　経済成長率労働分配率 1 *　経済成長率
労働分配率 4 *　経済成長率
労働分配率 3 *　経済成長率
労働分配率 1 *　経済成長率
労働分配率 4 *　経済成長率
労働分配率 3 *　経済成長率
労働分配率 1 *　経済成長率
労働分配率 4 *　経済成長率
労働分配率 3 *　経済成長率労働分配率 1 *　経済成長率
労働分配率 4 *　経済成長率
労働分配率 3 *　経済成長率
労働分配率 1 *　経済成長率
労働分配率 4 *　経済成長率
労働分配率 3 *　経済成長率
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ロ）労働分配率と総固定資本形成変化率
階差の場合
ハ）労働分配率と総固定資本形成構成比
階差の場合
労働分配率 1 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 4 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 3 *　総固定資本形成変化率労働分配率 1 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 4 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 3 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 1 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 4 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 3 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 1 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 4 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 3 *　総固定資本形成変化率労働分配率 1 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 4 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 3 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 1 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 4 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 3 *　総固定資本形成変化率
労働分配率 1 *　総固定資本形成構成比 労働分配率 3 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 4 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 1 *　総固定資本形成構成比 労働分配率 3 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 4 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 1 *　総固定資本形成構成比 労働分配率 3 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 4 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 1 *　総固定資本形成構成比 労働分配率 3 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 4 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 1 *　総固定資本形成構成比 労働分配率 3 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 4 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 1 *　総固定資本形成構成比 労働分配率 3 *　総固定資本形成構成比
労働分配率 4 *　総固定資本形成構成比
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Ⅳ　近年における対応
　本章では期間を分割して現在を中心に、近年における両変数の対応を観察しよう。しかし
ながら近年をどう定義するか。図Ⅱ- 1 に戻り労働分配率の推移を眺めると、既に触れた年
度毎、数年周期の波動、及び 1970 年代中頃の全期間における最大の傾向変化はもちろん、
1970 年度頃と 2000 年度頃を山とする、あるいは 1960 年代初期と 1990 年頃を谷とする大き
な波動があることに気付く。これ考慮して 1975 年度頃を初期とし、直近の大きな波動の谷
（1990 年度頃）、及び頂上（2000 年度頃）を画期としよう。また 2005 年度頃にも今後の新傾
向を暗示するかのような傾向変化が窺われるが、近年に注目するのであるから、時間は短い
がこの期間にも注意しよう。
　要するに 1970 年代中頃以降の労働分配率を、資本蓄積との関係でより細かく期間を区切
って観察しよう。その前に 1970 年代中頃以降の全期間における文脈を心得ておくため、と
りあえず全期間における経済成長率と労働分配率の対応を図示したのが、図Ⅳ- 1（労働分
配率 1 の場合）、 2（労働分配率 3 の場合）である。表Ⅳ- 1 には、期間別に各変数の傾きを
まとめた。また図Ⅳ- 1 、 2 に対応して、労働分配率と資本蓄積の相関係数を期間別にまと
めたのが、表Ⅳ- 2 である。
　期間の相対性に触れておこう。図Ⅳ- 1 、 2 において A は 1974 年度までの、B は 1975 年
度－1991 年度（17 個）の、C、D、E は 1992 年度以降 2012 度年まで（21 個）の観察値であ
る。但し各期、あるいは各グル－プのまとまりのよさは、客観的に明示された絶対的尺度に
拠るのではなく多分に主観的、さらに資本蓄積の変数、また労働分配率の定義によっても異
なり得る 11）。一例を挙げよう。
　例えば図Ⅳ- 1 、及び 2 において、A グル－プの最右上にある二つの観察値（1973、 74 年
度）は B グル－プに含めることも可能であろう。このとき A グル－プ以外の観察値（1973
年度以降）は、労働分配率 1 の場合、負の相関が強く（相関係数は負で絶対値は大きく）な
り、反対に労働分配率 2 の場合、負の相関が弱く（相関係数は負で絶対値は小さく、あるい
は正に）なることは安全に予想できる。実際これは、表Ⅳ- 1 で確かめることができる。
　もちろん期間の区切による結果の相違が経済的にどれほど重要であるかは、又別の問題で
あって、経済全体についてのある程度の分析を必要とする。ここでは本稿での期間の区切り
11） 実は数字上区切りのいい年度を画期とした第一次結果を眺め、次に印象に拠って画期の前後一、二年
を限度にさらにまとまりのいいグル－プに再編成した結果である。このとき、まとまりのよさの判断
に主観が入る。このような事情による相違には留意しつつも、あまり細部に拘らないよう、バランス
をとりつつ進む。正確な画期の追求、特定が本稿の目的ではないからである。また C、D、E 各期につ
いては、後に触れる。
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は、あくまで暫定的であることだけを強調しておきたい。
　因みに図Ⅳ- 1について少し意外だったのは、資本蓄積と労働分配率の逆行は全期間より
 20
 
 
 
労働分配率1
労働分配率3
経済成長率
A：-1974　B：1975-1991　C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
経済成長率
A：-1974　B：1975-1991　C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
図Ⅳ- 1 　経済成長率と労働分配率1
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労働分配率1
労働分配率3
経済成長率
A：-1974　B：1975-1991　C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
経済成長率
A：-1974　B：1975-1991　C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
図Ⅳ- 2 　経済成長率と労働分配率3
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表Ⅳ- 1   労働分配率と資本蓄積の傾向
傾き（t 値　有意確率）
　　　　　期間
変数
1955-1974 1975-2012 1992-2012
　労働分配率1 0.529 0.189 -0.030
（	5.46		<.0001） （	7.02		<.0001） （-0.49		0.6286）
　労働分配率3 0.450 -0.125 -0.254
（	5.49		<.0001） （	-6.87		<.0001） （	-5.47		<.0001）
　労働分配率4 0.483 0.028 -0.007
（	5.00		0.0002） （	1.02		0.3153） （	-0.12		0.9045）
　経済成長率 0.214 -0.340 -0.130
（	1.34		0.1982） （-11.59		<.0001） （	-2.24		0.0374）
総固定資本形成 -0.485 -0.333 -.0174
　　変化率 （-1.17		0.2569） （	-4.97		<.0001） （	-0.12		0.9043）
総固定資本形成 0.670 -0.310 -0.496
　　構成比 （	8.25		<.0001） （-12.21		<.0001） （-14.84		<.0001）
注） 労働分配率 4 の場合は、1960-1974。表Ⅳ-2 についても同じ。
表Ⅳ- 2   労働分配率と資本蓄積の相関係数
Pearson の相関係数
H0: Rho=0 に対する Prob > ¦ r ¦
観測値数
全期間 1955-1974 1973-2012 1975-2012 1992-2012
労働分配率 1
経済成長率 -0.87537 -0.00542 -0.90605 -0.88294 -0.51565
<.0001 0.9824 <.0001 <.0001 0.0167
57 19 40 38 21
総固定資本形成 -0.84766 -0.46679 -0.86981 -0.81139 -0.43692
変化率 <.0001 0.0439 <.0001 <.0001 0.0477
57 19 40 38 21
総固定資本形成 -0.41975 0.51119 -0.70792 -0.62085 -0.14824
構成比 0.0010 0.0212 <.0001 <.0001 0.5213
58 20 40 38 21
階差の場合
経済成長率 -0.67010 -0.70048 -0.60690 -0.73307 -0.84908
<.0001 0.0012 <.0001 <.0001 <.0001
56 18 40 38 21
総固定資本形成 -0.64394 -0.73851 -0.59515 -0.50994 -0.51910
変化率 <.0001 0.0005 <.0001 0.0011 0.0159
56 18 40 38 21
総固定資本形成 -0.35753 -0.70230 -0.23695 -0.08861 0.02540
構成比 0.0063 0.0008 0.1410 0.5968 0.9130
57 19 40 38 21
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労働分配率 3
経済成長率 -0.65211 0.05530 0.18939 0.51617 0.22538
<.0001 0.8221 0.2418 0.0009 0.3259
57 19 40 38 21
総固定資本形成 -0.69930 -0.38233 0.00332 0.27345 -0.01609
変化率 <.0001 0.1062 0.9838 0.0967 0.9448
57 19 40 38 21
総固定資本形成 -0.11004 0.51806 0.52108 0.77442 0.84250
構成比 0.4109 0.0193 0.0006 <.0001 <.0001
58 20 40 38 21
階差の場合
経済成長率 -0.61133 -0.65112 -0.46590 -0.69597 -0.71793
<.0001 0.0034 0.0024 <.0001 0.0002
56 18 40 38 21
総固定資本形成 -0.58017 -0.62502 -0.53075 -0.48909 -0.39545
変化率 <.0001 0.0055 0.0004 0.0018 0.0760
56 18 40 38 21
総固定資本形成 -0.33041 -0.61827 -0.26362 -0.20264 0.09084
構成比 0.0121 0.0048 0.1003 0.2224 0.6953
57 19 40 38 21
労働分配率 4
経済成長率 -0.82997 -0.45097 -0.62908 -0.38767 -0.58771
<.0001 0.0916 <.0001 0.0162 0.0051
53 15 40 38 21
総固定資本形成 -0.85266 -0.69552 -0.71794 -0.55918 -0.55973
変化率 <.0001 0.0040 <.0001 0.0003 0.0083
53 15 40 38 21
総固定資本形成 -0.59781 0.40175 -0.50641 -0.32600 0.01536
構成比 <.0001 0.1377 0.0009 0.0458 0.9473
53 15 40 38 21
階差の場合
経済成長率 -0.71621 -0.71415 -0.81976 -0.80675 -0.82640
<.0001 0.0041 <.0001 <.0001 <.0001
52 14 40 38 21
総固定資本形成 -0.62565 -0.83417 -0.63472 -0.52512 -0.60805
変化率 <.0001 0.0002 <.0001 0.0007 0.0035
52 14 40 38 21
総固定資本形成 -0.50888 -0.76768 -0.56915 -0.43591 -0.21951
構成比 <.0001 0.0013 0.0001 0.0062 0.3391
52 14 40 38 21
1973 年度以降はもちろん、1975 年度以降の方が鮮やかな印象を受けることである。これも、
表Ⅳ- 2で確かめることができる。
　さて表Ⅳ- 1、 2を参照しつつ、図Ⅳ- 1、 2に依って労働分配率と資本蓄積の関係を期
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間別に観察しよう。
　時期による違いについて最重要なことは、既に触れたが図Ⅳ- 1 、 2 のように、1975 年度
以降においては両変数の関係についての結論が、労働分配率の定義によって大きく異なるこ
とである 12）。即ち、労働分配率 3（＝雇用者所得／ GDP）は、1974 年度まで労働分配率 1、4
と共に傾向的に上昇するが、1975 年度以降にはそれらと反対に傾向的に低下する（1912 年
度以降は三者とも傾向的に低下。表Ⅳ- 1 ）。また資本蓄積との関係では労働分配率 3 の相
関係数は正、且つ結構強い順行が確かめられる（労働分配率 1、4 の場合は負。表Ⅳ- 2 ）。
但し階差の場合、労働分配率 3 の資本蓄積との逆行は、表Ⅳ- 2 のように 1975 年度以降も
維持される。図Ⅳ- 3 は、この労働分配率の定義による結果の違いを経済成長率との関係で、
対照して表したものである。
　ここで、この時期における労働分配率 1、3 の共通した傾向変化と両者の定義による違い、
及び総固定資本形成の対 GDP 構成比の安定した傾向的上昇（図Ⅰ- 3 ）の関係を整理して
おこう。当該期間における両労働分配率は、次図のように推移したと推測される。上昇率が
より高い労働分配率 1 が傾向変化し、簡単化して例えば、上昇率 = 0 となったとしよう。こ
12） これは、既に図Ⅰ- 1 について言及した。また時期による違いを網羅的に観察するよりも、むしろ注意
をこの点に集中する。
 
図 
経済成長率
A：労働分配率1　　B：労働分配率3
労働分配率1、3
時間
図Ⅳ- 3 　労働分配率1、3と経済成長率
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のとき総固定資本構成比上昇は変らないから、上昇率がより低い労働分配率 3は下落する。
　さて、さらに図Ⅳ- 3 をよく見ると、1992 年度以降経済成長率の水準は大きく低下し、労
働分配率 1と 3の変動形態の違いも大きくなることが分る。即ち 1975 年度以降は 1991 年度
までと 1992 年度以降のグル－プに大別することができる。そして 1992 年度以降では、労働
分配率 3の当該期間における傾向的低下が著しい。特に労働分配率 3について結果的に予兆
は傾向的上昇の鈍化という形で既に 1975－1991 年度にも認められるが、傾向的低下という
形で問題が顕在化するのは、1992 年度以降である。そこで 1992 年度以降を、細かく見よう。
　1992 年度以降を拡大表示したのが、図Ⅳ- 4（労働分配率 1）と、図Ⅳ- 5（労働分配率 3）
である。ここで観測値数は、それぞれCは 11（1992－2002 年度）、Dは 5（2003－2007 年度）、
Eは 5（2008－2012 年度）である。
　資本蓄積と労働分配率の逆行という観点からみると、労働分配率 1の場合（図Ⅳ- 4）、C、D、
及び E全体をみた場合はもちろん、さらに細かく区切った場合、中間期（D）はともかく前
期（C）、及び後期（E）においても両変数の逆行は明らかである。さらに中間期を前半に含
めても、後半に含めても、即ちCとD全体としてみても、あるいはDと Eを全体としてみ
ても、それぞれの期間における逆行は明らかである。変化が小さい、言わば蛹のような過渡
期（D）があって逆行（C）から元の逆行（E）へ復帰するということもできよう。
　これ比べて労働分配率 3の場合（図Ⅳ- 5）、C（1992－2002 年度）における逆行関係が乱
れ、むしろ順行している。労働分配率 3には、このような異例の時期もあったが過渡期（D）
を経て、逆行（E）へ復帰するということもできる。
　以上この時期の労働分配率1と 3の違いを、次のようにまとめて述べることができよう。即
ち労働分配率1は資本蓄積との逆行関係を維持しつつ、同じ資本蓄積により低い労働分配率が
対応するように、言わば構造が変化した。これに対し労働分配率3は、資本蓄積の低下と共に
両変数の逆行関係が維持されないほど低下し、即ち逆行から順行へ構造がより大きく変化した。
　このような労働分配率 3と資本蓄積の順行という意味でのパターンの変化、両変数関係の
 
図 
経済成長率
A：労働分配率1　　B：労働分配率3
労働分配率1、3
時間
図
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労働分配率1
経済成長率
C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
図Ⅳ- 4 　経済成長率と労働分配率1
 
 
労働分配率3
経済成長率
C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
図Ⅳ- 5 　経済成長率と労働分配率3
パラメタの変化は、21 世紀に入って現れたのではなく、それ以前に既に起り、むしろその
頃から従来のパターン、逆行関係へ回帰し始めたことに注意したい。図Ⅳ- 6 、 7 はこの点
を印象的に表したものである。
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図Ⅳ-5 経済成長率と労働分配率 3 
 
 
労働分配率1
経済成長率
C：1992-2002　E：2003-2012
図Ⅳ- 6 　経済成長率と労働分配率1の傾向
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経済成長率
C：1992-2002　E：2003-2012
労働分配率3
図Ⅳ- 7 　経済成長率と労働分配率3の傾向
　また階差における両変数の逆行関係は、この時期においても図Ⅳ- 8、 9のように労働分
配率 1と 3に共通して強いことが推測できるが、これを表Ⅳ- 1で確かめることができる。
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労働分配率1の階差
経済成長率の階差
C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
労働分配率3の階差
経済成長率の階差
C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
図Ⅳ- 8 　経済成長率の階差と労働分配率1の階差
図Ⅳ- 9 　経済成長率の階差と労働分配率3の階差
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労働分配率1の階差
経済成長率の階差
C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
労働分配率3の階差
経済成長率の階差
C：1992-2002　D：2003-2007　E：2008-2012
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Ⅴ　規模別、産業部門別比較
　本章では分析の終わりに、「法人企業統計調査」を利用して全産業（金融保険業は除く）
における資本金規模による違い、及び代表的産業部門として製造業とサービス業（いずれも
全規模）おける違いについて見ておこう。
　まず資本金規模による違いであるが、全規模（全産業）の労働分配率は、既に図Ⅰ- 1 で
みたように、SNA による労働分配率 1（＝雇用者報酬／（雇用者報酬＋営業余剰））と労働
分配率 2（＝雇用者報酬／（雇用者報酬＋営業余剰＋固定資本減耗））との中間的推移を示す。
これはその定義に戻り、分母が付加価値額であることを考えると、特に違和感はない 13）。で
は内部構成を資本金規模別に見た場合は、どうか 14）。
　資本金規模別（大、中、小規模）クラスの労働分配率の推移は、図Ⅴ- 1 のようであるが、
クラス間の違いは大変大きい。特に 1970 年代中頃の変化は、二重の意味で大きい。即ち、
（1） 各クラスの労働分配率に共通の、全期間における最大の傾向変化におけるクラス間の相
違。各クラスは共に、それまで労働分配率の上昇は著しくその後停滞するが、小規模ク
ラスの場合、下落に転ずる。
（2） 規模別クラスにおける相対的位置の入替り。小規模クラスの労働分配率は 1970 年代中
頃まで大規模クラスを上回っていたが、その後傾向的低下が著しく 1980 年代中頃以降、
大規模クラスをも下回る。中規模クラスは、常に他クラスを上回る。
　各クラスの労働分配率と経済全体の資本蓄積三変数との相関係数を、時期別に整理すると
表Ⅴ-1 のとおりであるが、小規模クラスと大、中規模クラスの違いは非常に大きい。小規
模クラスの労働分配率は大、中規模クラスと異なり、全期間では資本蓄積との逆行が確かめ
られない。
　小規模クラスの労働分配率は既に触れたように、1970 年代後半の傾向変化以降、傾向的
に低下するが、これは資本蓄積との傾向的順行を意味する。全期間での両変数順行には、こ
の影響が大きいと考えられる。実際 1975 年度以降では表Ⅴ- 1 のように、両変数は強い正
の相関関係をもっている。
　階差については小規模クラスでも逆行が確かめられるが、その程度は大、中規模クラスに
比し著しく弱い。
13）本章の労働分配率は、Ⅰ章で定義した労働分配率 4 である。
14） 大、中、小規模クラスに統合して比較する。但し、大規模クラス：10 億円以上、中規模クラス：1,000
万円以上、10 億円未満、小規模クラス： 1,000 万円未満。
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図Ⅴ- 1 　労働分配率と経済成長率（全産業、資本金規模別）
 
労働分配率 経済成長率
 大規模  中規模  小規模
 
表Ⅴ- 1   労働分配率と資本蓄積の相関（全産業、資本金規模別）
相関係数
H0: Rho=0 、有意確率、・Prob > ¦ r ¦
観測値
(1）大規模クラス
期間 1960-2012 1960-1974 1975-2012 1992-2012
経済成長率 -0.79189 -0.31699 -0.34668 -0.31290
<.0001 0.2497 0.0330 0.1673
53 15 38 21
総固定資本形成 -0.80132 -0.59958 -0.46534 -0.50058
変化率 <.0001 0.0182 0.0032 0.0208
総固定資本形成 -0.49039 0.54021 -0.03868 0.44582
構成比 0.0002 0.0376 0.8176 0.0428
階差の場合
経済成長率 -0.68565 -0.82077 -0.79727 -0.86905
<.0001 0.0003 <.0001 <.0001
52 14 38 21
総固定資本形成 -0.56898 -0.88876 -0.58992 -0.69538
変化率 <.0001 <.0001 <.0001 0.0005
総固定資本形成 -0.33719 -0.64293 -0.32572 -0.22063
構成比 0.0145 0.0131 0.0460 0.3365
注 1） 総固定資本形成変化率、総固定資本形成構成比の場合の観測値数は、経
済成長率の場合と同じ。初期年度を決めるのが、「法人企業統計調査」に
よる労働分配率 4 だからである。
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(2）中規模クラス
期間 1960-2012 1960-1974 1975-2012 1992-2012
経済成長率 -0.80807 -0.58035 -0.23772 -0.61968
<.0001 0.0233 0.1507 0.0027
53 15 38 21
総固定資本形成 -0.83739 -0.75964 -0.40638 -0.32455
変化率 <.0001 0.0010 0.0114 0.1512
総固定資本形成 -0.61750 0.24552 -0.38967 -0.42086
構成比 <.0001 0.3778 0.0156 0.0575
階差の場合
経済成長率 -0.70273 -0.72714 -0.70147 -0.59784
<.0001 0.0032 <.0001 0.0042
52 14 38 21
総固定資本形成 -0.63041 -0.82596 -0.35374 -0.29336
変化率 <.0001 0.0003 0.0294 0.1968
総固定資本形成 -0.58214 -0.75956 -0.48159 -0.11829
構成比 <.0001 0.0016 0.0022 0.6096
(3）小規模クラス
期間 1960-2012 1960-1974 1975-2012 1992-2012
経済成長率 0.32783 -0.37267 0.71464 -0.14560
0.0177 0.1894 <.0001 0.5289
52 14 38 21
総固定資本形成 0.15614 -0.50447 0.45100 -0.14012
変化率 0.2690 0.0658 0.0045 0.5447
総固定資本形成 0.38818 -0.17374 0.56054 0.17777
構成比 0.0045 0.5525 0.0003 0.4407
階差の場合
経済成長率 -0.32630 -0.30117 -0.39308 -0.14585
0.0194 0.3173 0.0146 0.5281
51 13 38 21
総固定資本形成 -0.34789 -0.49426 -0.24447 -0.12475
変化率 0.0124 0.0860 0.1391 0.5900
総固定資本形成 -0.40238 -0.60652 -0.34092 -0.12364
構成比 0.0034 0.0280 0.0362 0.5934
注 2） 階差の場合、対象とする期間が 1960-2012 年度、及び 1960-1974 年度の
ときのみ初期値が一つ欠損するから、観測値数は観測値の場合より一つ
少ない。しかし対象期間が 1975-2012年度、及び 1992-2012年度のときは、
この影響を受けないから、観測値数は観測値の場合と同じ。
注 1） 小規模クラスの 1960-2012 年度、及び 1960-1974 年度の観測値数が、大、
及び中規模に比して一つ少ないは、1960 年度が欠損のため。
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　では製造業とサービス業（共に全規模）の相違については、どうか。図Ⅴ- 2 のように、
全期間での傾向、1970 年代中頃の傾向変化等、推移の大きな特徴は両部門に共通である。
但し、1970 年代中頃の傾向変化の程度、屈折の大きさはサービス業の方が大きいとの印象
を受ける。実際傾向として西暦年度への一次回帰線を採ると、表Ⅴ- 2 のように傾きの傾向
変化前後の差は、確かにサービス業の方が大きい。
　また表Ⅴ- 3 のように全期間のみならず各期間においても、両産業部門で同じように資本
蓄積との強い逆行が確かめられる。
　但し図Ⅴ- 2 に依ると、傾向の周囲を巡る変動形態の両部門間相違は、印象的である。サ
ービス業の方が、より周期が短く振幅が小さい波動を伴っているようにみえる。この点は、
表Ⅴ- 4 によって確かめることができる。即ち全期間はもちろん、1975 年以降等、十分長い
期間において、労働分配率の観測値、及び傾向からの乖離双方において製造業の方がサービ
ス業に比し、標準偏差が大きい。
図Ⅴ- 2 　製造業とサービス業の労働分配率と経済成長率（全規模）
 
 
 
 
労働分配率 経済成長率
製造業
サ ビース業
表Ⅴ- 2   労働分配率の傾向変化（全規模、製造業とサービス業）
期間 A（1960-1974） B（1975-2012） A-B
製造業 0.71134 0.67987 0.0315
サービス業 0.66773 0.56495 0.1028
　注） 傾向は西暦年度への一次回帰線の傾き
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表Ⅴ- 3   労働分配率と資本蓄積の相関（全規模、製造業とサービス業）
相関係数
H0: Rho=0、有意確率、・Prob > ¦ r ¦
観測値
期間 1960-2012 1960-1974 1975-2012 1992-2012
製造業
経済成長率 -0.84494 -0.42311 -0.50952 -0.61036
<.0001 0.1161 0.0011 0.0033
53 15 38 21
総固定資本形成 -0.85266 -0.65318 -0.62052 -0.57054
変化率 <.0001 0.0083 <.0001 0.0069
総固定資本形成 -0.61837 0.44172 -0.38569 -0.04679
構成比 <.0001 0.0993 0.0168 0.8404
階差の場合
経済成長率 -0.71802 -0.77698 -0.78926 -0.83617
<.0001 0.0011 <.0001 <.0001
52 14 38 21
総固定資本形成 -0.61898 -0.83434 -0.59043 -0.64252
変化率 <.0001 0.0002 <.0001 0.0017
総固定資本形成 -0.44997 -0.77171 -0.35468 -0.19978
構成比 0.0008 0.0012 0.0289 0.3853
サービス業
経済成長率 -0.72818 0.12909 -0.36772 -0.42244
<.0001 0.6466 0.0231 0.0564
53 15 38 21
総固定資本形成 -0.74914 -0.28875 -0.47394 -0.21215
変化率 <.0001 0.2966 0.0026 0.3559
総固定資本形成 -0.63041 0.36511 -0.61911 -0.68468
構成比 <.0001 0.1809 <.0001 0.0006
階差の場合
経済成長率 0.11393 0.41591 -0.19222 -0.03004
0.4213 0.1391 0.2476 0.8972
52 14 38 21
総固定資本形成 -0.11039 0.09925 -0.32939 -0.20768
変化率 0.4359 0.7357 0.0434 0.3663
総固定資本形成 -0.33808 -0.40461 -0.45693 -0.45765
構成比 0.0142 0.1513 0.0039 0.0370
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Ⅵ　結び
　観察の結果、注目すべき点をまとめ、今後の課題に触れる。
（1） 労働分配率の資本蓄積との逆行は、両変数の定義、対象とする期間に拘らず、ほとんど
の場合に確かめることができる。循環的変動（＝観測値－傾向）についても同様である。
 　但し労働分配率の分母を GDP としたとき、1975－2012 年度、及び 1992－2002 年度に、
異例に両変数の順行が起る。前者は、1970 年代中頃に起った日本経済の構造変化と固定
資本減耗／ GDP の時期に関らない安定的上昇の複合結果である。
 　いずれの定義にせよ労働分配率に 1970 年代中頃、上昇から上昇率低下の傾向変化が
起こるわけで、むしろこれが重要であろう。
（2） 全期間（本論文の最長期）における両変数の逆行と、一見逆説的ではあるが、やや強引
に単純化すれば、短期ほど両変数の逆行が明らかであると言えそうである。循環的変動
局面、及び階差の場合における両変数逆行の安定した強さが根拠である。
（3） 資本金規模別（全産業）にみると、小規模クラスにおける労働分配率の 1970 年代中頃
以降の低下傾向の強さ、資本蓄積との逆行関係の無さが印象的である。産業別（全規模）
に製造業とサービス業を比べると、サービス業の労働分配率の方が傾向変化の程度が小
さく、且つ波動の振幅も小さい。
　最後に今後の課題に触れる。短期ほど資本蓄積と労働分配率の逆行が明らかであることと
関係して、財・サービス需要としての資本蓄積が主導する循環的波動における分配率決定論
とは別に、それらを貫く長期（マルクスの傾向）における分配率決定論の必要性が浮上する。
　この問題は、とりあえず分配率は長期には一定との積極的主張（カルドア）の現実妥当性
に遡及するが、それを越えて、決定要因、上限下限の有無等々周辺の小課題を含む大きな課
題である。但し分配率には、利潤率や失業率の長期推移のように資本主義にとって危険値域
がある訳ではないだろうという意味では、その長期的傾向の研究にもそれほど重要な経済的
表Ⅴ- 4   労働分配率の標準偏差（全規模、製造業とサービス業）
期間 1960-2012 1975-2012 1992-2012
観測値 製造業 6.40（53） 3.37（38） 3.56（21）
サービス業 4.29（53） 1.81（38） 1.72（21）
傾向からの乖離 製造業 3.12（53） 3.10（38） 3.05（21）
サービス業 1.92（53） 1.31（38） 1.18（21）
注） 傾向は西暦年度への三次回帰線、（　）内は観測値数。
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意義があるとは思えない。尚、循環的波動を貫く傾向決定論の必要性は、当然分配率に限ら
ず、他の重要変数についても当てはまる。
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